
構造改革特別区域計画 
 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

群馬県多野郡上野村 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

上野村子育て子育ち・いきいき給食特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

群馬県多野郡上野村の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

上野村（以下「本村」という。）は西を長野県、南は埼玉県に接する群馬県

の最南西部に位置しており、その境界は秩父・荒船・御荷鉾連山等のいずれも

急峻な 1,000～1,500m を超える山々が連なり、その支脈が複雑に入りくんで村

全域が険しい山岳地帯となっている。平坦地は極めて少ない地理条件になって

おり、山々は原生林を始めとして深い森林に覆われ、森林面積は村の総面積

181.85 ㎢の約 95%を占め典型的な山村環境であり、その多くは四季の移ろいが

鮮やかな美しい広葉樹で覆われている。 

本村の中央には西から東に向かって神流川が貫流して渓谷をつくり、その本支

流の河岸段丘を利用して標高 400～800m の位置に小集落が散在している。非常

に清らかな神流川は利根川水系に属し源流部ではイワナやヤマメが生息し、流域

にはカジカの繁殖が見られる。平成 20 年には神流川源流が、合併浄化槽の設置

による河川水質の向上や各種団体による保全活動、並びに川にまつわる伝統行事

等が評価され、環境省の「平成の名水百選」に選定された。令和 4年 7月 1日現

在、本村の人口 1,099 人・世帯数 570世帯である。 

本村においても、少子・高齢化の潮流にある中で全世代が健康に暮らせる環境

の整備「子育ち・子育て施策の充実」と第６次総合計画に位置づけし、子育て・

子育ち支援を区域の重点施策として県内でも先駆け多面的な施策を実施してい

る。その中で昨今若い夫婦の多くが共働きの子育て家庭であり、低年齢化する保

育の需要と多様化する保育ニーズに対応し、一時保育・乳児保育といった特別保

育を実施し、保育の充実を図っている。区域内には私立の幼稚園・認定こども

園・保育所は無く、１園の公立保育所があり、全体で 50 名の定員を擁してい

る。しかしながら高まる保育ニーズに対応するには保育所運営費に係る一般財源

持ち出しは多額になり、厳しい財源状況の中で、保育所において調理業務を行う

ことは非常に非効率な状況であると共に、保護者によるお弁当の調理についても

非常に手間がかかり支援を求められるところである。このため平成 28年４月に



新設した大型調理施設である上野村学校給食センターからの給食搬入を、規制の

特例措置を講じることにより可能にすることは、設備の維持管理の経費、食材の

一元購入、調理員の合理的な配置により経費の大幅な節減が図られる。また、食

育への取り組みが求められる中、栄養教諭等の指導を受け、園児の発育・発達段

階に即した食事が提供でき、地産地消を積極的に取り入れている学校給食で小中

学校と一貫した食育指導が実施できる。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

近年女性の社会進出等多様化する保護者の就労により、子育て家庭の保護者の

仕事と子育ての両立支援は行政の課題となっている。その中で子育て支援のニー

ズに対応する保育所の役割は非常に重要である。保育所の役割を維持するために

は、少しでも保育所運営の合理化を図り、地方自治体の限られた財源を効率的に

活用することが不可欠である。 

学校給食センターの給食外部搬入方式を導入することは、食材の一元購入や調

理員の合理的配置、施設設備の維持管理等経費の大幅な節減が図られ、保育所運

営の子育て支援施策充実のための財源確保が可能となる。また衛生面、安全面で

も設備の整ったドライ方式の大型調理施設で調理することは、給食の安全性を高

めることにも繋がる。 

食育では、上野村役場保健福祉課に保育所担当の栄養士を配置し、学校給食セ

ンター栄養教諭の指導を受けながら小中学校とタイアップした情報交換等を行

い、乳幼児期から発達段階に応じた食事を提供し、乳幼児期から小中学校まで一

貫した食育指導が充実できる。また、学校給食センターでは、地元で生産された

食材で調理した安全で安心な給食を提供しており、乳幼児期から身近な地元の食

材に馴染むことで食育は元より、地産地消の促進を促すことに繋がる。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

①  学校給食センターからの給食外部搬入方式の導入により、食材の一元購

入、一元調理によって保育所運営にかかる経費節減を図り、節減された財源を

多様化する保育サービスの拡充にあてることにより、子育て子育ち支援の充実

を図る。 

②  上野村役場保健福祉課（保育所担当課）に保育所担当栄養士を配置するこ

とにより、学校給食センターの栄養教諭の指導を受け、保育所、小中学校で一

貫した食育の推進を図り、食に対する関心を高め、乳幼児期から望ましい食習

慣を身に付けることや、保護者に対して子育ての上で食の重要さを啓発し、食

育を通じて健康な生活に対する意識・知識の向上を図る。 

③  地元生産者と連携して安全・安心・良質な食材の生産及び安定的納品を目



指しながら、地場産品の積極的な活用を進め、地産地消を推進することで農業

を始めとする地域産業の活性化を図る。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

①  厳しい財政状況の中、食材の一元購入や調理設備の集中化による管理維持

費等の経費節減効果により、財政の健全化が図られ行財政の効率的な運営がで

きる。この財源を元に保育サービス等を拡充させ、子育て子育ち支援事業の充

実を図ることができる。 

②  学校給食センター栄養教諭、保健福祉課保育所担当栄養士の指導により、

乳幼児期からの一貫した食育を推進することにより、子どもたちはもとより保

護者に対しても食の重要さなど区域全体均一に食育の高揚が図られる。 

③  乳幼児期から小中学校まで地産地消に取り組むことは、乳幼児期から地元

で生産された食材に慣れ親しむことによって、農業などの地元生産物への関心

を高め、生産者においても安全・安心・良質な食材の生産及び安定的納品を目

指し、地域産業の活性化が図られる。 

 

８ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関

連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認

める事項 

（学校給食事業） 

上野村学校給食センター運営委員会において、給食業務全般の運営について

検討、また、情報交換等を行い、安心・安全な給食提供が実施され、乳幼児期

から一貫した食育の推進を図る。 

（地産地消事業） 

給食の食材として地元生産物を取り入れることにより、地元生産者と連携を

密にし、安全・安心・良質な食材の生産、確保及び安定的納品を推進し、地産

地消を推進する。 

（子育て子育ち支援事業） 

「安心して生み育てることができる村づくり」を目指し、多様化する保育ニ

ーズに応えるべく乳児保育・延長保育等の特別保育の拡充を図るなど、外部搬

入方式により節減された経費をあて、子育て子育ち支援事業をより充実する。 

  



別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

上野村立へき地保育所 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始日 

構造改革特別区域計画の認定日 

 

４ 特定事業の内容 

公立保育所の給食を、学校給食センターで調理して外部搬入方式を実施する。 

上野村役場保健福祉課に保育所担当の栄養士を配置し、学校給食センター栄養

教諭と連携し、乳幼児まで考慮した給食メニューとなるよう小中学校とタイアッ

プした食育を推進する。３歳未満児についても本区域のスモールメリットとして

学校給食センターで離乳食やアレルギー児の除去食にも柔軟に対応することもで

き、または当該保育所に設置してある調理室でも離乳食やアレルギー児の除去食

にも柔軟に対応することができる。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

（１）公立保育所における給食の外部搬入の実施に当たっては、「保育所におけ

る食事の提供について（平成 22年６月１日雇児発 0601第４号」における留意

事項を遵守する。 

①『調理室として加熱、保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を

有すること』 

施設に設置されている調理室に加熱・保存・配膳等に必要な調理機能を有し

ている。 

 

【保育所調理室の状況】 

 

 

 

 

【保育所調理室の状況】

ガスコンロ 釜 電子レンジ オーブン 冷蔵庫 冷凍庫 配膳台 消毒保管庫
上野村立へき地保育所 21.50㎡ 3 2 1 1 1 1 2 1

調理室
面　積

加　熱　設　備 保　存　設　備 そ　の　他



【学校給食センターの概要】 

 

■名  称  上野村学校給食センター 

■設立年月  昭和 57年４月 改築(全新築)平成 28年 4月 

■構  造  鉄骨造平屋建 

■建物面積  本体 267.95 ㎡  

■職 員 数  所長   １名 

栄養士  １名 

調理員  ６名 

運転手  １名／日（委託） 

■調理能力        200食／日 

 

■調理場の概要 (1)ドライシステム 

(2)主な施設・設備 

【検収室―食品調味料庫―下処理室―上処理室】 

球根皮剥機・水圧洗米機・パススルー冷蔵庫・消毒保管庫 

【加熱調理―揚げ・焼物―和え物室】 

立体炊飯器・IH回転釜・フライヤー・スチームコンベクショ

ンオーブン・エアーシャワー・真空冷却機・消毒保管庫 

【洗浄―消毒―配膳】 

食器洗浄機・消毒保管庫 

■その他    (1)防災用受水槽 25 ㎥ 

(2)排水処理施設（グリストラップ＋生物ろ過法）28 ㎥ 

(3)電磁駆動式薬液定量ポンプ（次亜塩素酸ナトリウム） 

 

②『幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること』 

外部搬入により提供される食事の内容は、学校給食と同一メニューとし、年

齢に応じた大きさ・固さ・分量等、工夫して提供する。３歳未満児について

は、栄養士の指示により保育所在中の調理員等が柔らかくしたり、刻み食とし

たりして、発育や時機に応じて提供する。 

 

③『子どもの年齢、発達の段階や健康状態に応じた食事の提供や、アレルギ

ー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等子どもの食事の内容、回数

や時機に適切に応じることができること』 

栄養素量の給与については、学校給食センター栄養教諭と保健福祉課の保育

所担当の栄養士との連携により、必要栄養素量の確保に注意を払う。また、体



調不良児、アレルギー児への対応については、栄養士による必要な配慮や、保

護者はもとより園医との相談体制を整えるなど適切な対応を行う。 

 

④『食を通じた子どもの健全育成(食育)を図る観点から、食育プログラムに基

づき食事を提供するように努めること』 

地域性や季節感、暦行事等を考慮した食材、メニューを取り入れ、乳幼児か

ら小中学校まで一貫した食育を推進しながら、食育プログラムを基に発達段階

に応じた給食を実施する。 

 

（２）外部搬入を行う場合の衛生基準については、「保護施設等における調理

業務の委託について（昭和 62年３月９日付社施第 38号）」において準拠され

ている「病院、診療所等の業務委託について（平成５年２月 15日指第 14

号）」の第４の２の規定及び「保育所における調理業務の委託について（平成

10年２月 18日付児発第 86号）」を遵守する。また、衛生面では保健所との協

力の下に行う。 

衛生基準については、食材・調理・職員の衛生管理にいたるまで細心の注意

を払うよう徹底指導管理･点検に努める。調理方式は学校給食センターから保育

所まで５分以内で搬入可能であるため、食材を過熱処理後、冷凍・冷蔵せずに

運搬し、速やかに提供するクックサーブ方式で実施する。運搬容器、車両の衛

生管理についても「学校給食衛生管理の基準」に従い衛生・安全に努める。運

搬は密閉できる専用コンテナに収容し、衛生管理できる専門運搬車で行い保育

所に在中する調理員等が受領・配膳を衛生管理のもとに実施する。なお、特例

措置による給食の外部搬入については、搬入元と搬入先間で委託契約が求めら

れているが、本区域は村営の学校給食センターと保育所であるため、学校給食

センターを所管する教育委員会部局と保育所所管である村部局で覚書を締結す

る。 

 

６ 給食配送スケジュール 

[配 送] 

 センター発⇒上野小学校⇒上野村立へき地保育所⇒上野中学校⇒センター着 

  11:00    11:05      11:10      11:20   11:35 

 

 [回 収] 

 センター発⇒上野小学校⇒上野村立へき地保育所⇒上野中学校⇒センター着 

  13:00    13:05      13:10      13:20   13:35 


	00_構造改革特別区域計画認定申請書
	01_構造改革特別区域計画（上野村子育て子育ち・いきいき給食特区）
	02_認定申請書類一覧
	添付資料01_区域図
	添付資料０１　区域図

	添付資料02_工程表
	添付資料03_イメージ図
	添付資料04_給食搬送経路図
	添付資料05_食育計画等（より上の健康プラン）
	添付資料06_搬出元写真（上野村学校給食センター）
	添付資料07_搬入元平面図（上野村学校給食センター）
	添付資料08_実施主体の特定状況
	添付資料09_関係者の意見
	添付資料10_搬入先保育所概要（上野村立へき地保育所）
	添付資料11_搬入先調理室平面図（上野村立へき地保育所）
	添付資料12_搬入先写真（上野村立へき地保育所）
	添付資料13_取り決め事項（案）



